




外国ことに英語圏に行 くと,わ が国の政治や行政は しば しば,「インスク
ルータプル」(inscrutable)と 形容 されること「がある。 これは,「 奇妙な」,
もしくは,「 不思議な」という表現にあたる。わが国の政治は外国人の 目か
らすると不透明で,気 味が悪い と映ることも少な くないようである。 日本
人のわれわれですら不思議に思うことの多い政界である,外 国人が理解に
苦 しむのは無理のないことか も知れない。
英語圏,と りわけアメリカの場合,ジ ャパ ノロジス トのほ とんどはそう
した 「不可解」なわが国政治を,「文化」(Culture)に よって説明 しようと
してきた。たとえば,ア メリカの 日本政治研究者の間では,グ ループが 日
本社会の基本単位であることを強調す るのが通例になっている。そして,
日本人の集団好 きが,わ れわれの行動 を特徴づけるきわめて重要な要件で
あることが指摘 されてきている。
かれらジャパ ノロジス トの視点に立つなら,政 治もこの文化の延長線上
にある。集団中心の行動様式は,日 本政治に派閥とい うほかの国にはあま




こ う した文 化 に よる 日本政 治の説明 は,す でに戦 前には じまって い る。
そのパ イオニ アのひ とりは,エ ドウィ ン ・ライ シャワー教授 の実兄 にあた
るロバー ト ・ライ シャワー(RobertK.Reischauer)氏で あ る。 この優 秀
な 日本政 治研 究者 は,1937年,上 海 で 日本 軍の爆撃 に よって命 を落 と した。
しか し,か れ を記念 して死後 に刊行 されたJapan-GovernmentandPolitics
(NewYork:AMSPress,1939)は,その後 のア メ リカに おけ る 日本政 治
研 究に大 きな影響 を及ぼ して きた。研 究者 の多 くが,か れが残 した この業
績 か ら学 び,日 本政 治 を説 明す るにあた って文 化の重要 性 にア クセ ン トを
お くよ うにな って きて いる。
それ ぞれの国 の政 治が,各 々の文化 に よって規定 され るこ とは当然 の こ
とであ る。 日本 の政 治 は,わ が国の文化 か ら自由 であ るはず が ない。 同様
に,ア メ リカ政治 の分 析に あた っては,そ の文化 的 背景 に十分 な知識 と配
慮 が必要 であ る。 この点に 関 して は,ほ とん ど異論 はない はず である。 た
だ そ うであ って も,政 治 を文化 か ら説 明す る方 法に は大 きな落 とし穴 があ
る。
文化 に よる政 治分 析 は,結 果 と して,そ れぞれの 国の特 異性 を強調 す る
こ とに な り勝 ちに なる。 わが国に 限って い うな ら,集 団行動や 派閥 にのみ
に焦点 を合 わせ て いる と,日 本 の政治 は きわめて特 異で,う す気味悪 い と
い う側 面 だけが オーバー に表れ る。文 化論 に よる政 治分 析 は,わ が 国政 治
を 「不気 味 な」,「不可 思議 な」,「得体 の知 れな い」,「バ ケモ ノ」 にす る危
険 性が あ る。
言 うまで もないが,政 治 には文化や 国境 を超 える普遍的 な要素が備 わ っ
てい る。 た とえば卑近 な例 で い うと,カ ネ と政治 の関係が あ る。 これは文
化 とはほ とん ど関係 な く,国 境 を越 え いろい ろな国の政治 に表 れ る病 理現
象 で あ る。 ご く最 近 のケー ス で も,韓 国や ア メ リカで大統領 をめ ぐって 同







た とえば,わ が国政治の特色を摘出す るにあたって,制 度面に着 目した
分析を展開することが可能である。 これは,わ が国の政治や経済の仕組み
をまず検討 し,そ こから日本の政治がなぜほかの国と異なるか を探ろうと
す るものである。この手法では,文 化 は二次的な意味しか もたない。わが
国政治の特徴 を解 くカギは,日 本に固有の政治や経済の構造であ り,そ れ
を生み出す制度に伏在すると考 えられる。
本稿 も実 もそ うした視点に立つが,こ こではわが国政治の性格は,制 度
か らの分析によって明確になると考えている。文化論では,日 本政治の本
質は分か らない というのが,小 論の もつ基本的な見解である。その具体的
な中身はこれから明 らかにす るが,所 論はわが国政府が経済開発で果たす
役割 をは じめに考察 し,そ の後,経 済開発 と環境保護 との関係に言及す る
という方法を用いる。
そして,こ の2つ の大 きな政策課題 を通 して,文 化論にはなかったわが
国政府の構造的な特色 を明らかにしよう・とする。わが国政治がほかの国 と
いろいろな面で異なるが,そ の原因は 日本政治の構造 とその後景にある制
度 というのが,小 論 を流れる基本的な姿勢である。




行政府を指す言葉 として使われて きている。ただ英語圏では,こ の表現の
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もつ ニュア ンスは,わ れ われの語用 とはやや 異 なる ようであ る。英語 圏の
もの は一 般的 に,行 政部の ほかに 立法部 を含 む,よ り広範 な名 詞 と して援
用 されて きてい る。
とこ ろが,そ うしたちが い に もかかわ らず,"Government"と 呼ば れ る
機 関 の 「機能」 に な ると,い ずれ の国に おいて も解釈 はほ ぼ同 じであ る。
政府 とは,民 間が主導す る市場経 済 を一段 と高 い ところが ら監督 し,そ の
スムー ス な運営 を見届 け る公的機 関 とみ な され る。
そ うした政府 機能 は,普 通,「 規制型 」(Regulatory)と 呼ばれ て きてい
る。 この政府 の役割 は,サ ッカー の レフ リー に似 てい る。 民間が主導 す る
の は,市 場経 済 とい うゲー ム であ る。 このゲー ムに政府が レフ リー として
関 わ り,試'合 の スムースな進行 を助け る(Peters,1995,pp.3-19)。
レフ リー であ る以上,政 府 の仕事 は市場 経済 のゲー ムがルール通 りに進
む こ とを保証 す る役 割に限 られ る。規制 型政 府 はプ レー ヤに ならない し,
なるべ きでは ない と考 え られ る。 試合が フ ェアー で オー プ ンに進行 す るこ
とを,第 三 者の立場 か ら見届 け るのが レフ リー であ る政府 の役 目であ る。
ただ,市 場 の ルー ルに違反 す る もの が出 る と政 府 は違 反者 を罰す るため
に市場 に介 入 し,マ ーケ ッ トの正 常化 につ とめ る。 そ うでな い限 り,規 制
型の政府 は市場経 済に タッチ しな い。 民間経 済 を一段 高い ところが ら観察
し,市 場 経済 を第三者の立場 か ら監督 す る,そ れが規制 型 と呼 ばれ る政府
の特 色 であ る。
ア メ リカ政府 は,こ の レフ リー型 の代 表 であ る。 ア メ リカ政府 は,民 間
セ クター とはっ き り一線 を画 して きてい る。 民間企業 のほ うで も政府 とは
距離 をお き,企 業活動 に政 府が とや か く介 入す るこ とを好 まない。 そ うし
た官 民環境 で,ア メ リカ政 府の役割 は市場経 済が公 平に オー プ ンに展 開す
るこ とを担保 す るこ とであ る。 そ う したルールが犯 され ない限 り,市 場 経
済 は民間 を中心 に 自由に展開す る。 しか しこの原 則が独 占の進行や,そ の
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ほかの違 法行 為 で犯 され る ことにな る と,ア メ リカ政 府 はルール違 反者 を
罰 し,市 場 原理 を もとに復 元す るために市場 に介 入す る。
これ を実 施す るため,ア メ リカ連 邦政府 には,大 統領 に直属 し強 力な指
導力 と態勢 を誇 る,"FederalTradeCommission"(公正取 引委員会)や
"SecuritiesandExchangeCommission"(証券取 引委 員会)な どの組 織が
あ る。 これ らの組 織は強 力であ る。 その権 力や能 力は,わ が国の公正 取 引
委 員会や証 券取 引等監視委 員会 の比で はない。 その点は,過 去に わが国の
政 治や 経済に関係 す る不祥事 が,ア メ リカの そ うした行政委 員会 での活動
か ら発覚 したこ とに明 らか である。2
(2)開 発的政府 と経済発展
ところが,政 府の機能には今のべて きた規制型以外に,も うひとつ別の
タイプがある。そのことを指摘 したひ とりは,長 くカリフォルニア大学バ
ー クレー校 でアジア政治を担当し,『通産省 と日本の奇跡』の著者 として知
られる,チャルマーズ・ジョンソン(ChalmersJohnson)教 授である(Johnson,
1982)。
ジョンソン教授 はこの著書のなかで,日 本政府に関 してきわめて興味の
ある仮設を展開 している。すでに一部ではよく知 られた論 旨であるが,そ
の要点をごく簡単に記す と,ジ ョンソン教授はわが国政府を規制型 とは考
えず,「 開発型」と規定 している。同氏の見解によると,わ が国政府 は日本
の市場経済をコン トロール し,政 府 自身が開発政策の中心 となって きた。
政府は 日本では経済政策のスタープ レーヤであ り,主 戦投手なのである。
その点で民間セ クター と距離 をお くアメリカの政府などとは性格が大 きく
異なる。





通達などいろいろな方法で民間企業 を主導 し監督 してきた。
また,こ れ らの中央省庁は企業環境の整備にもっ とめ,わ が国の会社が
国際マーケッ トに進出する後方支援 もしている。そうした官民が共生する
わが国の政治を,ジ ョンソン教授は開発型 と呼ぶが,こ れはほかの国々に
例 を見ない特殊なパターンと考え られる。わが国の戦後経済が飛躍的に発
展 した成功の秘訣は,こ の政府が経済に深 く関わる開発型にあるというの
が,ジ ョンソン論の支柱をなしている。
わが国政府 を開発型と見るこの観点には,首 肯するところが少なくない。
た とえば,税 制 ひとつを取 り上げても,企 業 と個人の格差は歴然 としてい
る。わが国は国外において,し ばしば"Kaishaism"の 国 と形容 され,個 人
や消費者を大切にする社会 ではない見 られている。 そう思われるほど生産
者に傾斜 した社会構造 をもつことは,税 制が企業に 「あまい」ことに示 さ
れている。
わが国の法人税率 は,外 国に比較 した場合,名 目上はたしかに高い。経
団連に関係する 「経済広報センター」の資料によると,わ が国の法人税率
は50%(1992年)で ある。これに対 して,ア メ リカではそれが40.1%(1991
年),イ ギリスが33%(1989年),そ してフランスは33.3%(1993年)に な
る。この資料によると,わ が国より高いのは ドイツの52.9%で しかない(経
済広報 センター,1994,p.79)。
しかし,この税率比較にはい くつか表面には出てこない問題が残る。 た
とえば,ご く最近までわが国では民間企業が土地 を取得す ると,そ の費用
は損益 として計上す ることができた。この損失分は総収入から差 し引き,
残 った部分 に所得税 を払うのが,わ が国の法人税システムになってきた。
企業のなかにはこの制度をフルに活用 し,税 金を払 う代 わりに土地 を取得








ハ ッチに住まなければならない,わ が国に特有の社会病理は,こ うして出
現 した。その多 くが,法 人企業を優遇する税制にあずかってきている。そ
の点は,改 めて指摘 しておかなければな らない。
法人の優遇 という点では,わ が国の企業にはもうひとつ,世 界にあまり
例 を見ない交際費とい う特典がある。周知のとお り,わ が国では企業が売
上の一部を交際費 として支弁することを認めている。 その割合は1987年 の
場合,1000円 の収入に対 して4.12円 になった。それを国全体 として見ると,
同年にわが国の企業はおよそ4兆5500億 円を交際費として使ったことにな
る。 これは国家予算のおよそ10%に もあたる,お どろ くべき額である。
外国で交際費を認めている企業は,き わめて少ない。アメリカのケース
では,ほ とんど例外に属するとい うことができる。 ところがわが国では,
それら莫大な遊興資金は企業によってクライアン トの接待に使われてきた。
その結果,ゴ ルフ場 をは じめ,東 京や大阪の クラブやバーが接待族 で埋 ま










資策 を行 うとい う図式をとってきている。
この官民 を挙げての設備投資志向が,わ が国の高度経済成長 を支 えた秘
訣である。ただその結果,わ が国企業の多くは自己資本比率がおどろくほ
ど低 く,借 金漬け という構造的な問題 を抱えることになった。
しば しば指摘されることであるが,わ が国の民間企業はなべて自己資本
率が低 く,他 人資本,つ まり,借 り入れが多いという特色をもっている。




よ く知 られているように,イ ギリスやアメリカの経営環境では,個 人株
主が中心である。企業の借金が自己資本 を上回ると,そ うした個人株主が
だまってはいない。配当金が出ないと,か れ らは会社に対 して経営責任 を
きびしく問いは じめ ることになる。
借入金が圧倒的に多いわが国の企業は,ほ かの国のズタンダー ドで行 く
と,多 くがすでに破産した会社である。実際,外 国人はしば しば,わ が国
の代表的な企業の財務諸表をながめておどろくことが多い。かれらの 目か
らす ると,日 本の会社はほ とんどが業績のすこぶる悪い,破 産企業 と映る
か らである(日 本銀行調査統計局,1988,p.146)。







わ が国では民 間企業 が銀行 か ら資金 を借 り受け,そ れ を設備 投 資に回す
とい う方 式 を とろ て いる。 銀行 か らの借 り入れ資金 は,あ た ら しい工 場の
建 設や設備 の敷 設に使 われ,最 近 では産業 ロボ ッ トの導入 に も調達 されて
い る。 ちなみに,わ が 国の産業 ロボ ッ トの普 及率 は,1992年 現 在,世 界の
約61%を 占め,お よそ34万9,500万 台に達 す る。これ は,世 界第1位 の数 字
で,旧 ソ連 の65万 台や ア メ リカの47万 台 を,大 き く引 き離 してい る(経 済
広報 セン ター,1994,p.26)。
この ロボ ッ トの例 に もあ るよ うに,わ が国の民 間企 業は設備 投資 に多額
の資金 を投入 し,最 新 の技術 を導 入す るこ とに よって,国 際競 争力 を身に
つ けて きた。 近代 的 な工場 と最新 の設備か ら生 まれ るわが 国の製品 は,世
界の各地 で"MarkofExcellence",つま り,優 秀 品 と しての評価 を得 る
にい たってい る。50年 代,あ るいは60年 代 の状 況 で"MadeinJapan"は
粗悪 品(cheap)の 代名 詞で あった。 それが今や大 き く様変 わ りして いる。
この変化 は,わ が 国の産 業政 策が戦後 一貫 して,設 備投 資 に重 点 をお いて
きた成果 であ る。
(2)設 備投資経済の社会的効果
そうした経済政策は,わ れわれの生活を大 きく変えた。 これは,消 費生
活にもっとも顕著である。はなしを分か りやす くするため,1960年 前後の
自動車の価格 を例にその変化 を説明す る。その当時,わ が国の平均賃金は,
月額に しておよそ2万4,400円,年 間では約29万2,800円 にしかならなかっ
た。一方,当 時の普通乗用車はほぼ100万 円もした。
言 うまでもないが,そ うした状況で自動車 を入手できる人口はごく限ら
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一 乗用車 一一ステレオ 一ー一エアコン ー'一カラー TV
これ を裏 書 きす る事実 を確 認 して お くと,1960年 の わが国の 自動 車総数
は44万4,170台 に なった。その うち,自 家 用乗用車 は わずかに36万3,6776台
にす ぎなか った。残 りは,営 業用 のバ スや トラックが 占めた。 これ らの数
字 は,1960年 前後 におい て,自 動 車 は一 般消 費者の感覚 か らはたいへ んな
距離の あ る,高 価 な耐久消費財 で あった こ とを示 してい る。
当時,多 くの 人び とは,そ うしたわが国の現状 に ア メ リカ を比較 し,自
動 車が各 家庭 に普 及 し日常 品化 してい るア メ リカ社会 にお どろ き,そ ・の消
費力に憧 憬の念 す ら もった。 同 じよ うな こ とは,ほ か の消費財 につ いて も
言 えた。 テ レ ビをは じめ掃 除機 やエ ア コンな ど,今 や われ われの生活 の一
部 で あ る耐久消 費財 は,久 し くわが 国で は高価 な一般 には手 の届 か ない商
品に なって きた(矢 野恒太 記念会,1961,pp.85-86)。




く性格を異にする大:量消費社会に変質する。 この変化は,図1に 示 した耐
久消費財の普及率推移に明 らかである。
(3)所 得上昇と消費財の拡大
これが実現 したこ とに関 して,つ ぎの2点 を指摘 しておか なければ な ら
ない。 ひ とつは,政 府が推進 して きた設備 投資主導型 の産業政 策で あ る。
す でに触 れて きたよ うに,わ が国 では民間 企業 が金融機 関か ら資金 を借 り
受 け,そ れ を生産設備 や技術 の充実 に使 うとい う政策 をとって きた。 こ う
した政策 は,わ が 国産 業の 技術 革新 を助け,大 量生産 を可能 に した。 その
結果 は,自 動 車や テ レビの例 に もっ とも顕著 であ る。
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よって,自 動車 の価格 はこ こ30年 間,ほ とん ど変化 していない。60年 代 と
ほぼ 同 じよ うに,平 均 的な国産車 の値 段 は30年 以上 を経 た今 で も,ほ ぼ100
万前後 に止 まって い る。少 な くと も100万 円 をやや越 える値段 を出す つ もり
で あれば,大 衆 車 は一般消 費者 の手に届か な い商 品では最:早な くな って き
て い る。
テ レビのよ うな商 品の場 合 には,こ こ30年 の間に価格 が大幅 に下 が った。
一昔前 と大 き く異 な り,テ レビはほ とん ど高級 品 と意識 され るこ ともな く
な ってい る。 必需 品 として,調 度 品な どと同 じよ うにす でに生 活の一部 に
な って きて い る。
参考 までに ご く最:近の資料 を図2に して紹 介 してお くと,わ が国 の1世
帯 当た りの乗用 車普及率 は77.3%で あ る。 ア メ リカでは,そ れが87.7%に
な る。一 方,カ ラー テレ ビや電子 レンジな どの耐久 消資財 にな ると,わ が
国の ほ うが ア メ リカよ りも普及率 は高 い。 カ ラー テ レビの例 で言 う と,わ
が国 では99.4%の 家族が それ を保有 す るが,ア メ リカでの普及率 は92.7%
で あ る。 また,電 子 レン ジでは,日 本が69.7%に な るの に対 して,ア メ リ
カでは60.8%の 普 及率 に しか ならない(JETRO,1991,p。42)。
これ らの数字 か ら,日 米 間に あった消費生 活面 での格 差が,こ の30年 間
に いち じる しく縮 まったこ とが分 か る。 くり返 しにな るが,こ れ を可能 に
したのは,わ が国の企業 が政 府 の指 導の下,設 備投 資 を重視 す る施策 をと
って きたか らであ る。 多 くの耐久財 は,こ の施 策か ら くる効 果に よって,
今 日まで比較 的安 定 した価格 を維持 して きた。 その 点は,自 動 車や テ レビ
のケー スがす でに明 らか に して い る。
そ うした消 費財 の価格 が安 定 したなか,変 わ ったのは個 人所得 で あ る。
これ が,わ が 国の消 費生 活 を戦後,大 きく変 えて きた第2の 誘 因に ほか な
らない。 周知 の よ うに,わ が国 では1960年 を起 点 に,所 得倍 増計画 がス タ
ー トした。 この施 策 は,そ れ以後,順 調 にわが国 の個 人所得 を上昇 させ る
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方 向に推移 して きた。
1960年 に2万4,400円 で しが なか った勤労者 の平均 月収は,1970年 には7
万5,670円 に増加 し,1980年 に なる とそれが26万3,386円 か ら,1990年 に は
38万4,787円 へ と拡 大 してい る(PHP研 究所,1995,p.100)。
所得 が1960年 以後,引 き続 き上 昇 をつづ け て きた結果,個 人所得 と耐久
消費財 の価格 ラ イン との間に あった格 差 は,年 々,縮 少す るこ とに なった。
これ は,自 動 車な どの価格 が比較 的安 定す る一方,そ れ を入手 で きる所得
層が 着実 に増加 して きた こ とを示 唆 してい る。つ ま り,戦 後わが 国は,投
資主 導型の経 済政策 とるこ とによ って商 品価 格 を一定 に保 ち,そ の間に個
人所得 を上 げ ることにつ とめ て きた。 その成果 に よって,わ が 国はやがて
大量 消費社会 に変質す るこ とにな った。
ジ ョンソン教授 の指摘 を待 つ まで もな く,そ うした経 済政 策 はわが国の
場合,市 場 ではな く,政 府が舞 台の設定 をして きた。 その点が,先 進工業
国 と呼ばれ る国々の 間では,き わめてユ ニー クであ る。
もとよ り,社 会 主義 国家に比較 す る と,わ が 国は市場経 済 を基本 に し,
政府 の役 割 は当然,小 さい とい うことにな る。 ところが,ア メ リカや イギ
リスな どの先 進工 業 国 との比較 では,わ が国政府 が経済政策 で果 たす機 能
と役割 は,積 極 的で きわめて大 きい と言 え るか も知 れ ない。 その ために外
国 では,し ば しばわが 国の市場経 済 を,大 文字のMで はな く,小 文 字のm








るしく変わった。 この変化は,し ばしば 「日本の奇跡」 と形容 され,政 府
が主導す る日本型の経済政策は,あ たらしい開発 モデルとして注目を集め
てきている。 それを学ぼ うとする試みは,現 在においてもなお,世 界の各
地でつよい。
わた くし個人ですら,フ ィンラン ドで開催された 「国際行政学会」で興
味ある経験 をしている。1994年7月 に開催 されたこの国際会議で,わ た く
しは議長 として会の進行を整理する役柄についた。わた くしは報告者では
なかったが,と りわけ東欧諸国の参加者か ら司会役 であるわた くしに向け
て,日 本の市場経済における政府の積極的な役割について説明 をもとめ ら
れ困ったことがある。
それほ ど,わ が国が戦後つづけてきた経済政策に関 して各国の関心はつ
よいが,反 面,こ の成長の後景にあるマイナス部分 については,外 国では
従来ほど関心 を示 さな くなった,あ るいは,知 られな くなったとい うのが
実状であ る。
これには,わ れわれ日本側の情報発進に も反省 しなければならない点が
多い。 ともするとわれわれ 自身が,わ が国経済の華やかな側面を伝 えるこ
とに熱心にすぎるのかも知 れない。また,マ イナス面には触れた くないと
いう感情が,無 意識のうちに働いていることも少な くないようである。
言うまでもないが,わ が国の経済開発は公害 とセッ トで出て きた。その









が国では公害 とい う副産物 を生みだ していることに,十 分 な注意 を喚起 し
てお く必要がある。東欧諸国やアジアの国々では,経 済開発に目が奪われ,




わが国で公害問題が,一 時,集 中的に表れてきたことに,設 備投資主導
型の経済政策が大 きく関わっている。実際には,こ の制度こそが,わ が国
の環境破壊をきわめてシビアなものにしてきた原因にほかならない。わが
国の設備投資型の経済政策では,企 業が赤字を承知 で設備や生産工程の改
善 に資金をそそ ぐことが前提条件である。 そのために,日 本企業のほ とん
どが,金 融機関から大量の資金を借 り入れ,借 金漬けになっていることは,
すでに指摘 してきた通 りである。
しか しなが ら,こ の独特の成長 メカニズムに依存する限 り,民 間企業は
いつ も金融機関への借金の返済を考 えなければならない5少 なくとも,つ
ねに負債に対する利払いができる利益 を上げる必要に迫 られ る。そのため
わが国の企業ではほとん ど例外 なく,フ ル操業が至上命令になっている。
そうで もしなければ,赤 字 を抱 える企業は,金 融機関に債務返済ができな
くなるか らである。そのようなわが国の民間企業の綱渡 り・経営は,「自転車
操業」 と表現 され,つ とにその脆弱性が指摘されてきたことは,改 めて言
うまでもない。
債務が自己資本を大 きく上回るわが国の民間企業に とって,収 入を増や
し利益 を上げ ることは,ビ ジネス経営の基本 であ り,見 方によってはそれ
がすべてであるのか も知れない。その結果,工 場や事業所の操業が,生 態
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系を破壊す る危険性 をか りにはらんでいた.としても,そ うした問題への関
心は往々にして無視 されることが多くなる。わが国の企業経営は,利 益の
追求 という課題は重視するが,そ のほかの問題には関心が向かない,歪 曲
した体質をもつようである。
そうした,民 間セクターに固有の性格によって,わ が国では公害問題が
一時,き わめて深刻 な状態に陥ってきた。記録 を確認 してお くと,1958年
に最初の被害者が出た熊本県水俣の水銀 中毒事件は,そ の後,1965年 にな
って新潟県で も認められるようになった。こうした悲惨な事件につづ いて,
富山県ではイタイイタイ病 と一般に呼ばれ る有毒 カ ドミウムによる水質汚
濁事件が発生 している。この事件 では,1990年 までに合わせて180名 の人び
とが被害者として認定 を受けている。
一方,大 気汚染では重度の気管支炎やぜんそ くによる被害者が各地に発
生 し,1990年 までに犠牲者の数は,合 わせて9万7,279人 を数える。指摘す
るまでもないが,そ うした悲劇的な事件のなかには,熊 本水俣事件の例に
もあるように,現 在 もまだ係争中というケースが少 なくない。3
⑧ 公害拡大の2つ の理 由
その間,わ が国経済は大幅な規模拡大 を果たした。それだけに,公 害被
害 の悲惨さが一層,つ よく印象に残る。環境破壊がわが国でこれほ ど大 き
くなった理由 として,つ ぎの2っ の要 因を指摘 しておかなければならない。
第1の ポイン トは,利 益の獲得に最大の関心 を寄せなければならないわ
が国の企業は,し ば しば 「操業上の注意義務」を怠 ってきたことである。
仮にある会社の事務所や工場が,汚 染物質 を河川に廃棄 したとしても,企
業は普通,そ のために操業 を落 とした り,あ るいは中止す るな どの措置は
とらない ものである。操業のダウンや中止は,た ちまち企業の収入や利益




ここでも,設 備投資型経済のマイナス面が大 きく浮かび上が る。加 えて,
このビジネス手法では もうひとつ,「 立地上の過誤」と呼ばれ る問題を起 こ
す可能性 も高い。水質汚濁の事件では,民 間企業に少 しの配慮 と慎重 さが
あれば,海 洋や河川への汚染は防げたか も知れないというケースが,し ば
しば出ることがある。
工場 を河川に隣接 して作 ることや,町 の中心に設置すると,環 境に悪影
響が出ることは十分,予 想がつ くことである。 しか し借金漬けの企業体質
では,利 益 と直結 しない理由で工場や事業所 をほかの場所に移す ことは,
きわめてむずか しい。立地条件の悪さは所与のもの としなが ら,企 業の採
算を優先 させ,公 害には見て見ぬふ りをするという結果になるこ とが多い
(牛山,1976,pp.42-126)。
くり返すまでもないが,こ れまでの事例か らわが国の公害問題は,わ れ
われの社会が もつ政治や経済の構造 と深 く関わっていることは明 らかであ
る。なかで も,わ が国の政府が主導 してきた開発政策の下で,企 業が設備
投資志向型のビジネス戦略をとってきたことが,も っともクリティカルな
意味をもつ。そうした状況で,わ が国の企業 はなべて財政事情に問題 をか
かえ,公 害など経営利益 とは関係の うすい問題に関心をはらう余裕 をもた




開発型政府が環境破壊 という大 きな代償を必要 としてきたことを示 してい
る。その点だけは,今,開 発に相当なエネルギー と努力をそそ ぐ東欧諸国
をはじめ,そ のほかの発展途上国が,十 分に認識 しなければならない要点
であると思 う。わが国が提供 できる,貴 重なレッスンのひ とつである。
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第4章 公害問題の緩和 と4つ の外部要件
(1;住 民の め ざめ
わが国の環境汚染は,70年 代の中頃からやや改善の方向に向かってきて
いる。 それは今か ら説明する4つ の理由によるが,た だ基本的には問題の
本質はほ とんど変わっていない。 わが国では相変わ らず,政 府は開発志向
型である。 また,わ が国経済の基調は,引 きつづ き設備投資重視型に止ま
ってきている。 したがって,環 境汚染が60年 代のようにシビアになる可能
性はつねにつ きまとう。環境がやや改善されたと思われるのは,わ が国政
治や経済の基本的な部分の周辺にある外部要件にあずかるところが大 きい。
それ ら要件のなかには,す でに常識になっているもの もある。それ を承
知で以下に,4つ の理由をごく簡単にふ り返 っておこうと思 う。 くり返し
指摘す るが,こ うした公害の緩和に働 いた要因はいずれ も,わ が国の政治
や経済の外周部か ら出ている。環境破壊の改善は,政 治や経済の本質的な
部分の改革によって進んだ ものではない。その点は,改 めて確認 しておか
なければならない。





ではな く,な がめるものという意識がつよいことを意味 している。この言
葉どお り,わ が国の政治参加はほかの先進工業国家のなかでは,相 対的に
消極的であることが従来から指摘 されてきている。




にあった。公害の恐ろしさが 日常化 し,環 境の破壊がわれわれの 日常生活
に も及んできた。 それ をきっかけに住民が組織的に,企 業活動をチェック
しはじめる時代が到来 した。70年 代前半の最盛期には,マ スコミが住民運
動 をとり上げない 日はないという状況になった。
注 目すべ き点は,'そ うした住民運動の多 くが,特 定の政党 とは関係 をも
たない,自 発的な生活防衛運動になったことである。 しか も,運 動は都心
部だけではな く,国 中の各地に広がったaこ の点でも70年代の住民運動 は,
わが国の歴史のなかで も特筆すべ き現象であったということができる。生
活環境の破壊 という危機意識から表出した住民運動は,70年 代の公害行政
にきわめて大 きなインパ クトをあたえた。住民主体 の運動は,政 府を動か
し企業 に反省 をうながす重要なエネルギー源になった。
(2)積 極的な司法部
2つ 目の理由として,司 法部の役割 を挙げておかなければならない。わ
が国の司法部,こ とに最:高裁は,ア メ リカなどに比較す ると消極的で保守
的であるという印象を拭い得ない。ところが,こ と公害問題に関する限 り,
わが国の司法部はその緩和に向けて積極的な役割 を果たしてきた。 とりわ
け,公 害の被害者救済について,最 高裁判所をはじめ とす る各レベルの裁
判所が下してきた数々の判決は,環 境問題の緩和に大きく貢献 した。
たとえば,挙 証責任 という問題がある。公害訴訟ではこれまで,と りわ
け1970年 代以前には,被 害者側が民法の不法行為にもとづ き加害者側 を訴
えるというケースが多かった。 ところが,こ うした係争事件では,被 害の
状況 と加害者 との関係を,被 害者側が立証するという原則であった。つま
り,す でに身体に被害を受け,生 活に不自由している被害者が,科 学的な
データを集め,企 業サイ ドの責任 を追求 しなければならなかったのである。
公害事件では,因 果関係 を証明す る資料 を,加 害者側 である企業が保有
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している場合が多い。これは最近,問 題になる薬害事件に も当ては まる。
両者に共通す るのは,被 害者が どのような経緯や原因で身体に変調 をきた
すようになったか,そ の原因についてほとん ど見当がつかないことである。




の点からも,公 害訴訟では被害者はは じめから,不 利な立場に立たされる。
被害者には訴訟資料の収集に問題 を抱えるということのほかに,そ れらの
デー タを分析するノウハウを普通 はもたない。 したがって,仮 にデータを
入手で きたとしても,そ の解析には別に専門家 を雇 う必要が出て くる。こ
れらには,相 当な出費を覚悟 しなければならない。一般的に言 うなら,す
でに身体にダメー ジを受け,生 活不安 を抱えると被害者に,そ うした資金
を出す余裕はない。
これ らの点を考慮すると,公 害訴訟は一般の民事事件 とは趣が相 当,異
なるようである。 したがって,従 来の手続 きに準拠す る限 り,デ ータをも
たず科学的知識に欠ける被害者に,裁 判で勝つ可能性はきわめて乏 しい。
見方によると,裁 判の結果ははじめから決 まったような ものと言えるのか
も知れない。それが公害事件の もつ特殊な性格 である。
そうした矛盾に直面 して,わ が国の司法部は,公 害訴訟で原告が果たす
役割に,大 幅な変更 を加えて きている。たとえば,被 害者側に課せ られて
きた立証責任について,裁 判所はい くつかの判決 を通 して,そ れを徐々に
加害者の責任に移行することに変 えてきた。その結果,公 害訴訟では被害
者は状況証拠を集め,「 疎明」で加害の責任 を問えることになっている。現




これは,わ が国 の裁 判所 が公害問題 の緩和 に,司 法 とい う側面 か ら貢 献
して きた一例 を示す もの であ る。 この ほかに もわが 国の司法部 は,公 害事
件 で 「故意 」や 「過 失」,あ るいは 「予 見義 務」な どの 問題 であた ら しい解
釈 を打 ち出 し,環 境 汚染の規制 に大 きな役 割 を果 た して きて い る。 この こ
とは外 国で も高 く評価 され,ハ ワイ大 学はかって,そ の成 果 を『Environmental
LawsinJapans(日 本 の環境法)と い う形に ま とめ て刊行 したこ とが あ る。4
(3)地 方 自治体の役割
わが国は,議 院内閣制 と呼ばれる政治制度 を採用 している。これは高校
の教科書に もある,一 般常識である。ところが,こ の記述は正確ではない。
わが国の場'合,議 院内閣制は国政に限られ る。地方団体 に行 くと,こ れ と
は異なる大統領制(首 長制)を 敷いている。つまり,わ が国には2つ の異
なる政治制度が併存するが,こ の地方レベルの首長制が,わ が国の公害問
題 を緩和することに大 きな力になった。
アメリカでは連邦政府が民間企業 をきび しく監視 し,両 者はしば しば敵
対関係に陥ることがある。一方,州 政府に行 くと,政 府は企業 と足並みを
そろえ,両 者が協力して地域経済の振興や活性化につ とめるのが一般的で




が国では,中 央政府は戦後一貫 して経済開発に興味を示 してきた。 これ ま
でにも指摘 してきたように,わ が国の政府は開発型の典型である。 これに
対 して,地 方団体はとりわけ60年 代 中頃から70年代 中期にかけ,企 業活動
に制約 をくわえる規制型をとった。 そのため,両 レベルの政府は一時,衝
突を くり返 し,相 争 うとい う時代がつづいた。
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60年 代中頃から,知 事や市長が住民から直接,選 出される自治体 レベル
では,国 政 と異なり革新系が首長に選ばれる事例が急増 した。そうした革
新首長が ピー クを迎 えた1970年 代初頭になると,太 平洋ベル ト地帯 を中心
に主要府県や都市で,知 事や市長のほとんどが非自民系の勢力によって占
め られるようになった。その うち市長の例では,1974年 の時点で140名 が革
新市長会のメンバーに加わっている。それ らの革新首長の多くは,反 公害
や反企業 を重要な政治スローガンとして掲げ,な かには財界よ りの中央政
府を批判 して,国 の行政機関と対決す る姿勢をとるものも出た。
公害行政 という点では,この性格が異なる2つ の政府が対決したことが,
環境破壊 をくい止める大 きなエネルギーになった。その一例に,大 気汚染
の窒素酸化物(NOx)を め ぐる国 と自治体 の衝突がある。この窒素酸化物.
について,東 京都の美濃部知事 などが国の基準 を上回るきびしい規制値 を
打ち出し,中 央省庁 と対立 した。当初,こ れは 「上乗せ基準」 と呼ばれ,
国の機関が容認 しない値になった。 また,こ れに似た 「積出し」 という問
題 も発生 した。これは国の法律が対象にす る事業所 をさらに拡大 し,規 制
の網を一段 と横に広げることを企図した施策であった。
そ うした中央政府 と自治体の対立はやがて国を動か し,わ が国の公害規
制 を一段 ときびしくすることに役だった。公害対策基本法に代表されるわ
が国の環境法制は,多 くがこのように 自治体のイニシアティブ とリーダー
シップによって,制 度の整備が進む という順序をたどった。国 と自治体 の
確執が,公 害問題の是正を促進 したと見込 まれるゆえんである。
また,わ が国の 自治体は もうひ とつ別の面でも,公 害問題の改善に大 き
く寄与してきている。わが国で法人企業の数は,合 わせて230万 社に上 る。
そのうち,資 本金が10億 円以上の大企業は,わ ずかに4,900社 である。わが








象に,公 害防止の設備資金を低利 で貸 し付けるという方法 をは じめた。こ






規制が強化 されると,工 場の操業 を外国に移 して きた例がある。こうした
ケースは,1960年 代後半から比較的,目 立つようになって きている。
わが国では,公 害に関する国民の関心が高まって以来,環 境 を汚染する
可能性の高い企業が,工 場 をアジア諸国やアフ リカなどの地域に新 設した
り,移 転する事例が増えている。たとえば1975年 には,わ が国の企業が危
険度の高いクロ ミウムの化学工場 を,韓 国の馬山に移 したことがあった。
また同 じ年には,複 数のわが国企業が,日 本 とイン ドネシア両政府の援助
を得て,イ ン ドネシアの現地にアル ミニウム工場をつ くっている。
こうした公害移転は,通 常は生産 コス トが外国で安いことや,人 件費や
人材の確保が容易であること,あ るいは,受 け入れ国の技術援助 という,
比較的,抵 抗の少ない名称や形式をとって行われる。たしかに,わ が国企
業の海外進出には,そ うした側面をもつことも否定できない。 しか し,も
とよりすべてがそうだと言 うわけではないが,な かにはわが国の国内での




なかでも,バ ブルの絶頂期には,イ ン ドネシアやマレーシア,さ らには
タイなどにおいて,わ が国企業によるゴルフコースや リゾー トホテルの乱
開発が,現 地でも問題になった。1987年 を例にすると,わ が国の民間直接
投資は,そ れ ら東南アジアの3力 国で最高額に達 している。フィリピンへ
の投資がそれにつづ き,額 面では2位 である。それ ら4力 国には,世 界各
国から合わせて17億9,100万 ドルを越える直接投資が行 われているが,そ の
うちの40.8%を わが国が占めている。
そうした投資が発展途上国の経済 を助け,現 地の開発 を促す重要な要件
になっていることは,お そらく否定で きない。ただ,仮 にそうであって も,
アジア諸国などへのわが国企業の際限のない進出は,長 期的には現地に重
大な悪影響 を及ぼす。 とりわけ環境面において,こ うした問題の残ること
が危惧 される。すでにマレー シアでは,わ が国の企業による熱帯雨林の伐
採が問題にされて久 しいし,イ ン ドネシアでもわが国企業の出資 した化学
プラン トが,汚 染物質を流出しているという報告が出ている(日 本弁護士
連合会,1991)。 公害移転は,わ が国の環境問題 を一時的に しろ緩和す るこ
とに役だったのかもしれない。 しか し指摘するまで もないが,公 害をわが
国の規制から逃れてほかの場所に移転 して も,環 境問題の基本的な解決に
はほ とんどならない。公害移転はたかだか,短 期的なしか も部分的な緩和
策で しかない。 しか も,公 害移転はほかの国で問題 を生んできている。 こ
のことは,「持続可能は開発」という概念が注 目を集め る今 日,と りわけ注
意 を配 るべ き課題である。
おわ りに
これ まで,わ が国の公害事情が70年 代 中期から改善 されてきた理由とし
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て,4つ の要件 を挙げ,そ の各々のポイン トを略記 してきた。その際に,
これ ら4つ の理由は,わ が国の政治や経済の基本的な部分 とは,距 離をお
いた周辺部の問題であることを改めて確認 しておかなければならない。本
稿は,そ れらの理由が政治や経済の本質ではないだけに,公 害の緩和は一
時的な現象に過 ぎないことを,く り返 し説明 してきたつ もりである。わが
国で政治や経済の構造をなす中核部分がほとん ど変わらない状況で,環 境
問題の悪化はつねに くり返 しの可能性の高い行政課題 なのである。
その意味で,公 害問題はわが国の政治や経済のアキレス腱であ り,そ れ
だけによ り一層,関 心 を寄せ なければな らない政策課題である。ところが,
残念なことではあるが,現 実は どうや らこれとは異なる方向に進んでいる
ような気がする。たとえば,現 在においても景気が低迷すると,政 府や 日
銀は公定歩合 を下げ,設 備投資や在庫整理が上下す ることに神経を使 う。
社会の基本的なパラダイムを変更す ることには,あ まり関心が向かないよ
うである。それよりも,短 期的な財政や金融操作によって,一 時を切 り抜
け るという政策の とられることが圧倒的に多い。
ところが,そ うした政策は近視眼的に過 ぎる。わが国の将来には,あ ま
り役に立ちそうもない,目 的を失った施策であるということができそうで
ある。 わが国は開発型政府 をとることによって,公 害 とい う高い代償を払
ってきた。その点を思 うと,将 来にわたっては,政 府の基本形 を環境には
きびしい規制型に変える必要があるのかも知れない。そうした社会的な規
制は,現 在話題になることの多い,経 済的な規制緩和 とは性格が異なるは
ずである。社会的規制は,こ れからも引きつづ き,継 続 して実施 してい く





*小 論 は も と も と,InternationalPoliticalScienceAssociatior,の部 会 に あ
た る,StructureandOrganizationofGovernment(SOG)が発 行 す る季 刊
誌,Governance.Vol.5,No.2(April,1992)に掲 載 さ れ た もの で あ る。 今
回,こ れ を大 幅 に 改 訂 し,加 筆 の 上,転 載 して い る。
1こ の 点 に つ い て は,RamseyerandRosenbluth(1993,pp.1-15)も同 じ よ
うな 論 議 を展 開 して い る 。
2ち な み に,ア メ リカ 連 邦 政 府 に は お よ そ50に お よ ぶ 独 立 の 行 政 委 員 会 が あ
る。 こ れ らの 権 限 や 活 動 は,そ れ ぞ れ 千 差 万 別 で あ る。 一 般 的 に 言 う と,市
場 経 済 が フ ェ ア ー で オ ー プ ンに 運 営 さ れ る こ と に,機 関 と して の 最 大 の 関 心
を お い て い る。
3水 俣 事 件 は,1995年10月 に い た っ て 患 者 団体 が 政 府 ・与 党 の 提 出 した 「最
終 解 決 案 」 を受 諾 した こ、と で,あ た ら しい 展 開 を示 し は じめ て い る。 詳 し く
は,朝 日新 聞,1995年10月31日,朝刊,28-29頁 。
4わ が 国 の 環 境 行 政 に つ い て,.そ れ を 国 際 的 な 比 較 か ら と らえ た 興 味 あ る 業
績 は,Heidenheimer,HecloandAdams(1990,pp.308-345)
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